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●高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の一部を改正する法律

背景・必要性

法律の概要

②公共交通事業者等によるハード・ソフト一体的な取組の推進

○ハード対策に加え、接遇・研修のあり方を含むソフト対策のメニューを
国土交通大臣が新たに作成

○事業者は、ハード・ソフト計画※の作成・取組状況の報告・公表

③バリアフリーのまちづくりに向けた地域における取組強化

※基本構想作成市町村数：
全市町村の約２割（294/1,741）
３千人/日以上の旅客施設のある
市町村の約半数（268/613）

［H28年度末時点］

≪課題①：ﾊー ﾄ゙・ｿﾌﾄ両面の課題≫

(参考)
車いす利用者の
バス利用に係る
介助の様子

・市町村による方針の作成
・重点的に取り組む対象地区（※）の設定

【バリアフリーのマスタープラン】

・事業を実施する地区の設定
・事業内容の特定

当事者の参画する協議会の活用等により
定期的評価・見直し

【基本構想（具体事業調整）】

■ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ2020行動計画(H29.2 ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ2020関係閣僚会議決定)

≪関連する政府決定等≫

「ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ法を含む関係施策について、29年度中に検討を行う等により、そのｽﾊﾟｲﾗﾙｱｯﾌﾟを図る」

事故、トラブルの発生等を踏まえ、
既存施設を含む更なるハード対策、
また、旅客支援等のｿﾌﾄ対策を
一体的に推進する必要

≪課題②：地域の取組の課題≫

市町村(特別区を含む)による基本
構想未作成・フォローアップ
不足等により、地域における
ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化が不十分

○市町村がバリアフリー方針を定めるマスタープラン制度を創設
(協議会等における調整、都道府県によるサポート、作成経費支援）

2020年東京ﾊ゚ﾗ大会の開催を契機とした共生社会の実現、高齢者、障害者等も含んだ一億総活躍社会の実現の必要性

地区内事業者等
による事業実施

【研修の様子(介助の擬似体験)】

【遊覧船】

観光立国実現に向け、貸切バ
スや遊覧船もﾊﾘ゙ｱﾌﾘー 化が必要

公共交通機関に加え、建築物
等に関するバリアフリー情報の
積極的な提供が必要

ﾊﾘ゙ｱﾌﾘー 施策の評価等に当た
り、障害者等の参画・視点の
反映が必要

≪課題③：利用し易さの課題≫

【バリアフリー対応のﾊ゙ｽ(ﾘﾌﾄ付ﾊ゙ｽ)】

④更なる利用し易さ確保に向けた様々な施策の充実

○ 貸切ﾊﾞｽ・遊覧船等の導入時におけるバリアフリー基準適合を義務化
○ 建築物等のバリアフリー情報の提供を新たに努力義務化
○ 障害者等の参画の下、施策内容の評価等を行う会議の開催を明記

○近接建築物との連携による既存地下駅等のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化を促進するため、
協定(承継効)制度及び容積率特例を創設

※施設整備、旅客支援、情報提供、教育訓練、推進体制

①理念規定／国及び国民の責務

○理念規定を設け、「共生社会の実現」、「社会的障壁の除去」を明確化
○「心のバリアフリー」として、高齢者、障害者等に対する支援（鉄道利用者による声かけ等）を明記

駅等の旅客施設にスペースの余裕がない場合に近接建築物への通路
及びバリアフリートイレ整備が容易に

※赤字：平成30年11月１日施行、青字：平成31年４月１日施行

※対象地区内
・公共交通事業者等の事前届出を通じた交通結節点の調整
・ﾊ゙ﾘｱﾌﾘー ﾏｯﾌ゚作成に対する地区内事業者等の情報提供
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旅客施設等の新設等に係る事前届出

公共交通事業者等及び道路管理者による事前届出が必要となる行為として、生活関連施設である旅客施設
又は生活関連経路を構成する道路で、他の施設との隣接部分の連続性の確保に支障を及ぼすおそれのある
行為を定めることとする
＜政令・省令＞
届出事項及び事前届出の様式を定める＜省令＞
変更届出が必要な事項及び変更届出の様式を定める＜省令＞

旅客施設Ａ及びＢ（ともに生活関連施
設、Ａはバリアフリールート2ルート整
備済、Ｂはバリアフリールート未整備、
Ａに繋がる通路を新設したところ）と
道路（生活関連経路）について、届出
の対象となる範囲は、以下のようなイ
メージとなる。

〇届出対象のイメージ図

○事前届出が必要となる「移動等円滑化の促進に支障を及ぼすおそれのある行為」

６

高齢者、障害者等のまちなかにおける回遊性の向上のためには、バリアフリー
マップが有用である。
このため、市町村がバリアフリーマップを作成する場合に、円滑に情報の収集が
できるよう、施設設置管理者の市町村の求めに応じた必要なバリアフリー情報の
通知義務等を創設する。

＜概要＞
〇対象施設
・義 務：旅客施設、特定道路
・努力義務：特定路外駐車場、特定公園施設、特別特定建築物

〇情報提供の内容
・エレベーターの有無
・障害者用トイレ、駐車施設の有無や数 等

〇市町村のバリアフリーマップの例

バリアフリー情報提供の強化

バリアフリー情報提供の意義

道路管理者等による情報提供に
係る努力義務

○ 公共交通機関や建築物等のバリアフリー化は着実に進んできたところではあるが、高齢者、障害者等が安心して外

出するためには、どの施設がバリアフリー化されているかの情報を明らかにする必要がある。

○ このため、高齢者、障害者等へのバリアフリー情報の提供の促進が必要。

全国において、どこにバリアフリー化された施設があるか明ら
かにするため、バリアフリー基準への適合義務が課されている
施設について、情報提供の努力義務を設ける。

＜概要＞
〇対象施設
・新設等された
特定道路、特定路外駐車場（500㎡以上）、
特定公園施設、特別特定建築物（2000㎡以上）※

※条例により対象に付加されたものも含む

〇情報提供の内容
・バリアフリー基準へ適合している旨
・障害者用トイレ、車椅子用駐車施設の有無

〇情報提供の方法
ホームページ等にて行うとともに、必要に応じて、
施設外からも見やすく表示する

市町村によるバリアフリーマップの作成・提供

バリアフリーマップの
作成例（高槻市）

【参考】

公共交通事業者等は、現行法上情報提供の努力義
務が課されており、現にバリアフリー情報の提供が行
われている（路線案内、施設等）。
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